
№

関西電力送配電株式会社　宛 年 〇〇 月 〇〇 日

□ 上記の内容に同意します。

➊【申込内容】

　ご契約者ご本人様にてご記入ください

　発電設備設置場所と同一の場合は記入不要

Ｔ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

年 月 日

※1  解体等費用積立区分の最終判断は認定通知書に基づきますので記載頂いた積立方法と相違する場合がございます。

※2　法人名義でご契約される場合は、法人名称、役職名・代表者氏名をご記入ください。電力受給契約のご名義は、電気需給契約のご名義と同一としてください。

※3　事業者登録番号を取得済、登録申請中の方は事業者登録申請年月日も必ず記載してください。

❷【既設発電設備の情報】 ※既存の再エネ発電設備を増設・減設する場合のみ記入願います

　関西電力送配電（一般送配電事業者）への売り先変更用

○○○○○○工業

ご契約者名義
（※2）

ご
契
約
者
さ
ま
情
報

フリガナ

ご連絡先

発電設備設置場所
（需要場所住所）

（〒　○○○ - ○○○○）

引 込 柱

20〇〇

交流　　３　相　３　 線式 供給電圧

● ● ●

認定情報

6,600

2015年6月1日

発電設備
区分

太陽光

認定日 認定ＩＤ Ａ〇〇〇〇〇〇Ｅ〇〇

ｋＷ 配線方法 余剰配線　・　全量配線

供給条件 供給電気方式

発電出力 100

● ●● ● ● ● ● ● ● ●● ● ●

▲▲▲２０－Ｅ４－Ｓ１

電力受給契約申込書　兼　系統連系申込書（高圧・特別高圧）

電話 06-0000-0000

ご契約者さまは
本申込書の内容を
確認の上、
押印願います

携帯

ボルト

機器設置概要

090-0000-0000

○○県 ○○○市 △△町 ▲▲番地

供給電気方式

　※ご契約者名義変更の場合は、「電力受給契約申込書　兼　系統連系申込書に関する名義変更申込書」をご使用下さい。

供給条件

発電出力
（合計最大出力）

申込種別

　私は、「電気設備に関する技術基準に定める省令」（平成９年通商産業省令第５２号）、「電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン」、「電気設備
の技術基準の解釈」、「送配電等業務指針」、「系統アクセス検討に関する通達」、託送供給等約款別冊に定める「系統連系技術要件」、「再生可能エネルギー
発電設備からの電力受給契約要綱」（以下「契約要綱」という。）、下記に定める「個人情報の取扱い」の内容を了承のうえ、貴社に対し、電力系統への再生可
能エネルギー発電設備の連系ならびに電力の買取（買取終了）を申し込みます。
　なお、以下のいずれかに該当する場合、本申込みを貴社が承諾しないこと、および本申込みが撤回されることに同意します。また、本申込みに基づく貴社との
契約が既に成立している場合であっても当然に契約が解除されるとともに、これに係る本申込みについても撤回されることに同意します。

発
電
設
備
情
報

※

全

撤

去

時

記

入

不

要

供給電圧 6,600交流　　３　　相　３　 線式

配線方法

受給開始希望日

また、本申込みに関して、以下のことも、併せて同意します。

設備情報（※1）

発電機設備の仕様が２種類
　以上の場合は、別紙を添付し

てください。

□ 別紙あり

余剰配線　　 ・　　 全量配線

発電機台数 1 　　台 1台当たりの
最大出力 ●●　　ｋW

解体等費用積立区分 □　外部積立 □　内部積立
（内部積立希望の場合は認定通知書も同封下さい。）

□　関西電力送配電（送配電事業者）へ売り先を変更する
※必要に応じ貴社が現小売事業者へ廃止取次をすることに同意します。

受電地点特定番号

お電話番号

　　印

●

（〒　　　　　　-　　　　　　　　）

●●●

　□　　発電設備設置場所と同一

● ●

営業者区分
□

□

営業者に該当しない

営業者に該当する

インボイス
(※3)

〇 〇

ボルト

〇〇〇〇

●●株式会社

年 月 日2022 4 1

太陽光発電設備（50kW以上250kW未満）

ｋＷ●●

発電設備区分

発電機
製造事業者名

認定名称 ●●株式会社太陽光発電所

・再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（以下「再エネ特措法」という。）第９条第４項に基づき経済産業大臣から受け
  た認定（以下「認定」という。）の効力が失われた場合
・貴社が契約要綱に基づき算定した工事費負担金を貴社の定める支払期日までに支払わない場合
・「受給開始希望日」を経過してもなお、私が供給開始しない場合
　ただし、特段の理由があると貴社が認めた場合を除く
・再エネ特措法施行規則第１４条に定める「正当な理由」のいずれかに該当すると貴社が判断した場合
・特段の理由がないにもかかわらず、接続契約が成立して相応の期間経過してもなお認定（再エネ特措法第１０条第１項に定める変更認定および同第２
  項に定める届け出を含みます）を取得しない場合

・本申込みを撤回した際に、本申込みの内容の検討等に要した費用を貴社に支払うこと
・貴社が定める契約要綱に基づき、貴社が出力の抑制を求めた場合は、それに従うこと
・貴社が行なう出力の抑制による生じた損害の補償については、貴社が定める契約要綱における損害の補償を求めない範囲における補償を求めないこと
・貴社からの求めに応じ、出力の抑制を行うために必要な機器の設置、費用の負担その他必要な措置を講ずること
・本申込みに基づく貴社との契約により受給開始した日から当該契約の廃止日の前日までを除く期間において発生した電力を貴社が無償で受電すること
・電気需給契約に係る電気使用申込書の提出がなされるまでは、本申込みを貴社が受付けしたとしても、再エネ特措法第９条第２項第５号の接続に係る
  契約の申込みの内容を充足しないとして貴社が取扱うこと

発電機
型式番号

E-mail □□□□＠○○．ｎｅ．ｊｐ

事業者登録申請年月日

事業者区分 □　課税対象事業者 □　免税対象事業者
□　事業者に該当しない(個人含

む)

適格請求書発行事業者登録区分 □　適格請求書発行事業者 □　非適格請求書発行事業者

事業者登録番号

水

水沢

一般送配電事業者買取

以下に該当する場合、“営業者に該当しない”を選択し、それ以外の場合は“営業者に該当する”を選択ください。

<営業者に該当しない対象>

・ 公益法人（学校・宗教・医療法人 など）

・ 地方公共団体（都道府県、市町村）

・ 法人格を有していない社団（町内会、自治会、マンション管理組合 など）

・ 純住宅に余剰配線で発電設備を設置する個人

※賃貸住宅にオーナーが発電設備を設置する場合は“営業者に該当する”を選択ください。

印

①申込書提出日

申込書を提出された日を記入し

てください。

②同意区分

申込みに関して内容了承したこ

との意思表示チェックをお願いし

ます。

法令に関しては経産省ホーム

ページ、資源エネルギー庁ホー

ムページ、当社ホームページに

それぞれ掲載しております。

③申込種別

申込種類を選択。

売り先変更の申込か確認頂き、

同意のチェックを記入してくださ

い。

④受給開始希望日

買取開始予定日を記入してくだ

さい。

⑤供給条件

電気方式・連系電圧を記入してく

ださい。

⑥設備情報

認定申請予定の設備情報を記

入してください。

⑦発電設備設置場所・ご契約名

義

発電設備の所在地を記入してく

ださい。

※事業認定申請の発電所在地と

同住所となります。

ご契約名義は、発電事業者さま

のご名義をご記入してください。

⑧連絡先・メールアドレス

ご契約者さまのお電話番号・メー

ルアドレスを記入してください。

※メールアドレスへ弊社よりお知

らせ書類をお送りする場合があ

ります。

⑨ご連絡先

ご契約者さまの連絡先が発電設

備設置場所と異なる場合は、ご

連絡先を記入してください。

⑩営業者区分

※２の注釈をご確認のうえ選択

してください。

⑪インボイス

事業者区分をご確認の上、事業

者登録番号を取得済の場合は

事業者登録番号、事業者登録申

請年月日も記入ください。

事業者登録番号申請中の場合

は事業者登録申請年月日を記

入してください。事業者登録番号

取得後は申請書へ記入の上、提

出をお願いします。

⑫受電地点特定番号

既に電力受給契約があり、当該

契約にかかる申込みの場合は、

弊社よりお伝えした受電地点特

定番号を記入してください。

⑬引込柱

ご希望の引込柱がある場合はご

記入ください。

⑭既設発電設備の情報

既存の発電設備がある場合は

当該発電設備の情報を記入くだ

さい。

①

✔

②

③

⑤

④

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

✔

⑭

✔

✔

✔

✔

✔



№

❸【併設設備（※3）の有無】 ※申込種別が設備撤去の場合は記入は不要です。

※3　併設設備とは、ガスコジェネ、燃料電池、蓄電池等の再エネ発電設備以外の自家発電設備を指します。

　 　これら併設設備の電力系統への連系の申込がお済みでない場合は、連系申込書を提出してください。

❹【支払口座情報】

0 0 0 0 1 1 1

9 9 0 0

※5　振込先口座が総合口座・通常貯金の場合は「普通（総合）」、振替口座の場合は「当座」、通常貯蓄貯金の場合は「貯蓄」を選択ください。

※6　通帳の１ページ目に記載の「番号」は、受取口座の口座番号とは異なりますので、必ず２ページ目の下部に記載の口座番号をご記入ください。

※7　口座名義（フリガナ）は通帳に印字されている通り記載願います。

❺【申込代理人情報】

❻【契約内容のお知らせ等の送付先】 ※私が指定する下記送付先に契約書等が到達した時点で、私が受領したものとみなします。

　　○関西電力送配電記入欄

◆◆◆電機株式会社 担当者（　■■　　　）

事業認定提出日 　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日　

電力受給契約
申込確認

系統連系
申込確認

店　番

住所

（〒○○○-○○○○　）

■■県 ◇◇◇市 ○○町 ▲▲番地

工事費負担金の請求先

口座名義(※7)

▲▲▲＠◇◇◇．ｎe.jｐE-mail

●●(ｶ

【個人情報の取扱い】
　弊社では、電気事業およびこれに付帯関連する事業において、契約の締結・履行、債権回収および債務の履行、資産・設備等の形成・保全、商品・サービスの
開発・改善、商品・サービスに関するダイレクトメール等によるご案内その他これらに付随する業務を行うために必要な範囲内で個人情報を利用いたします。
　また、次の各号に掲げる場合には、必要な範囲内で、個人情報を第三者へ提供することがあります。
（１）契約者が弊社との電力受給契約を廃止する場合で、かつ弊社以外の電気事業者と特定契約を締結する場合
（２）再エネ特措法および契約要綱３４（２）に基づき、契約者に支払った受給電力量料金等について国または費用負担調整機関に届出する場合
（３）(1)(2)に附帯関連する業務を行なう場合

電力受給契約内容の
お知らせ送付先

宛先：

　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日　系統連系申込確認日

事業認定ＩＤ

事業認定日

申込代理人名
（会社名）

受給申込確認

(○○○) ○○○○―○○○○

連絡先

電話 (○○○) ○○○○―○○○○ 携帯

系統連系に係る契約の
ご案内(接続契約書)

認印
でも可

※4　お客さまがゆうちょ銀行口座への振込を希望される場合、通帳２ページ目の下部に印字されている「他金融機関からの振込の受取口座」をご記入ください。
　   なお、「他金融機関からの振込の受取口座」が印字されていない場合は、ゆうちょ銀行さまへの印字手続きをよろしくお願いいたします。

容量

銀行コード 支店コード

☐な し ☐あ り ガスコジェネ・燃料電池・蓄電池・その他（　　　　　　　　　）

ゆ

う

ち
ょ

銀

行

(

※

4

)

銀
行
等

口座番号（※6）
（必ず※5を確認頂き、ご記入ください）

設置月日 ｋＷ　

特定契約成立日

　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日　

　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日　

※申込種別が設備撤去・単価変更の場合は記入は不要です。
※私が指定する下記口座に振込みを依頼します。また、振込みと同時に私が受給電力量料金を受領したものとします。

預　金　種　別 口座番号（右詰めでご記入下さい）

■■■ ■■■

□ ➊の発電設備設置場所　　　□ ➊のご契約者さまご連絡先　　　□ ❺の申込代理人　　　□ その他（下欄に記載）

（〒　　　　-　　　　　　）

□ ➊の発電設備設置場所　　　□ ➊のご契約者さまご連絡先　　　□ ❺の申込代理人　　　□ その他（下欄に記載）

その他
（住所および宛名）

フリガナ

連系申込確認

受給電力量のお知らせ

ハガキ送付先
※ □ ➊の発電設備設置場所　　　□ ➊のご契約者さまご連絡先　　　□ ❺の申込代理人　　　□ その他（下欄に記載）

金融機関コード

□ ➊の発電設備設置場所　　　□ ➊のご契約者さまご連絡先　　　□ ❺の申込代理人　　　□ その他（下欄に記載）

(○○○) ○○○○―○○○○

ＦＡＸ

●●株式会社

預　金　種　別（※5）
（必ず※5を確認頂き、ご記入ください）

水沢

本店 （所）

支店 （所）

出張所

農 協銀 行

労働金庫信用金庫

漁 連信用組合

0１ 普通（総 0２ 当座 0３ 貯蓄

印

0１ 普通（総 0２ 当座 0３ 貯蓄

印

✔

✔

✔

✔

⑮

⑯

⑰

⑮併設設備の有無

FIT電源以外の発電設備を設

置する場合は記入してくださ

い。

⑯支払口座情報

受給電力量料金の振込先と

なりますので記載誤りが無い

ようご注意ください。

⑰申込代理人情報

ご契約者の委任を受けた電

気工事業者さまなど本申込

書を提出される方の情報を

記入してください。

⑱契約内容のお知らせ等の

送付先

・各書類の送付先を選択して

ください。

※受給電力量のお知らせハ

ガキは、受給開始以降、初回

のみご指定いただいた送付

先に送付いたします。以降の

受給電力量につきましては、

うち電よりご確認をお願いい

たします。

尚、うち電の入会に必要なパ

スワードは、初回のハガキに

記載しております。

〜お願い〜

本申込書提出以降、発電

事業計画認定を取得されま

したら、速やかに認定書（写

の提出をお）の提出をお願い

たします。

記入不要

⑱


